
（共同受託・再信託を行わない場合）
2012年　　月　　日
日本銀行金融機構局長　殿
第一次資格審査申請書
　  　　（注１）　　　は、株式買入等基本要領に定める信託の受託者となることを希望し、第一次資格審査を申請するとともに、以下のとおり、自己資本比率等を報告します。日本銀行から要請がある場合には、計数等の裏付けとなる資料等を遅滞なく提出します。
１．自己資本比率（2011年9月末時点）
	銀行・連結（注２）
	％

	銀行・単体（注２）
	％

	銀行持株会社・連結（注３）
	％


	（注４）


2． 信託財産として所有する株式の合計の金額（注５）（2011年9月末時点）
	①所有額合計
	億円

	
	再信託を受けて所有する分
	億円

	
	共同受託により所有する分
	億円

	②再信託または共同受託契約に基づき、　他の金融機関に資産管理を委託している分
	億円

	合計（①＋②）
	億円


3． 行政処分
（１）2010年4月1日以降に監督官庁から行政処分を受けた事実（注６）
	有
	無


（2） 行政処分の概要（注７）
	


４．連絡先（注８）
　　　住　　　所　（〒   －    ）　
担当部署名　
　　　担当者氏名
　　　担当者電話番号
金融機関名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者役職名・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印（注９）
（注１）金融機関名を記載してください。
（注２）銀行法第14条の２に掲げる基準に基づいて算出された自己資本比率を小数点以下第２位まで（第３位以下は切り捨て）記載してください。監督官庁に連結および単体自己資本比率の双方を提出している金融機関は、連結および単体自己資本比率の双方を記載してください。
（注３）金融機関の親会社が銀行持株会社である場合は、銀行法第52条の25に掲げる基準に基づいて算出された銀行持株会社の連結自己資本比率を小数点以下第２位まで（第３位以下は切り捨て）記載してください。
（注４）2011年9月末以降、本申請書提出日までの間に、他の法人との合併、会社分割による他の法人からの事業の全部若しくは一部の承継、他の法人への事業の一部の承継、他の法人からの事業の全部若しくは一部の譲受け、他の法人への事業の一部の譲渡しがあった場合には、その旨を明記してください。
　　　　その場合、2011年9月末時点の自己資本比率とともに、当該合併等を反映した直近の実績値または見込値を報告してください（算出時点を明記のこと）。
（注５）「信託財産種別表」において、金銭の信託、有価証券の信託または包括信託にかかる信託財産として「株式」欄に記載し、日本銀行に報告しているベースの金額の合計を記載してください。
（注６）有・無のいずれかに○印を付けてください。
（注７）３．（１）で有に○印を付けた場合には、当該行政処分の概要を記載してください。併せて当該行政処分にかかる命令書等の写しを添付してください。
（注８）第一次資格審査の結果等の連絡先担当者を記載してください。
（注９）金融機関名、代表者役職名・氏名および印鑑または署名は、日本銀行との間の当座預金取引について業務局に届出済のものを使用してください。
（共同受託を行う場合）
2012年　　月　　日
日本銀行金融機構局長　殿
第一次資格審査申請書
　  　　（注１）　　　および  　　（注２）　　　は、共同して受託業務を受託することを条件に、株式買入等基本要領に定める信託の受託者となることを希望し、第一次資格審査を申請するとともに、以下のとおり、自己資本比率等を報告します。日本銀行から要請がある場合には、計数等の裏付けとなる資料等を遅滞なく提出します。
　なお、入札手続における代表者として  　　（注１）　　　を選定し、以後の入札手続については、すべて当該代表者が代表して行うものとします。
１．自己資本比率（2011年9月末時点）
	
	（注１）
	（注２）

	銀行・連結（注３）
	％
	％

	銀行・単体（注３）
	％
	％

	銀行持株会社・連結（注４）
	％
	％


	（注５）


２．信託財産として所有する株式の合計の金額（注６）（2011年9月末時点）
	
	(a) （注１）
	 (b) （注２）

	①所有額合計
	億円
	億円

	
	再信託を受けて所有する分
	億円
	億円

	
	共同受託により所有する分
	億円
	億円

	②再信託または共同受託契約に基づき、　他の金融機関に資産管理を委託している分
	億円
	億円

	
	(a)欄の金融機関が、再信託または共同受託契約に基づき、(b)欄の金融機関に資産管理を委託している分
	億円
	─ 

	合計（①＋②）
	億円
	億円


３．行政処分
（１）2010年4月1日以降に監督官庁から行政処分を受けた事実（注７）
	（注１）
	（注２）

	有
	無
	有
	無


（2） 行政処分の概要（注８）
	


４．連絡先（注９）
　　　住　　　所　（〒   －    ）　
金融機関名（注１）
担当部署名　
　　　担当者氏名
　　　担当者電話番号
金融機関名（注１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者役職名・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印（注10）
金融機関名（注２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者役職名・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印（注10）
（注１）入札手続の代表者（運用判断を主として行う者）となる金融機関名を記載してください。
（注２）入札手続の代表者以外の金融機関名を記載してください。
（注３）銀行法第14条の２に掲げる基準に基づいて算出された自己資本比率を小数点以下第２位まで（第３位以下は切り捨て）記載してください。監督官庁に連結および単体自己資本比率の双方を提出している金融機関は、連結および単体自己資本比率の双方を小数点以下第２位まで（第３位以下は切り捨て）記載してください。
（注４）金融機関の親会社が銀行持株会社である場合は、銀行法第52条の25に掲げる基準に基づいて算出された銀行持株会社の連結自己資本比率を小数点以下第２位まで（第３位以下は切り捨て）記載してください。
（注５）2011年9月末以降、本申請書提出日までの間に、他の法人との合併、会社分割による他の法人からの事業の全部若しくは一部の承継、他の法人への事業の一部の承継、他の法人からの事業の全部若しくは一部の譲受け、他の法人への事業の一部の譲渡しがあった場合には、その旨を明記してください。
　　　　その場合、2011年9月末時点の自己資本比率とともに、当該合併等を反映した直近の実績値または見込値を報告してください（算出時点を明記のこと）。
（注６）「信託財産種別表」において、金銭の信託、有価証券の信託または包括信託にかかる信託財産として「株式」欄に記載し、日本銀行に報告しているベースの金額の合計を記載してください。
（注７）有・無のいずれかに○印を付けてください。
（注８）３．（１）で有に○印を付けた場合には、当該行政処分の概要を記載してください。併せて当該行政処分にかかる命令書等の写しを添付してください。
（注９）第一次資格審査の結果等の連絡先担当者を記載してください。
（注10）金融機関名、代表者役職名・氏名および印鑑または署名は、日本銀行との間の当座預金取引について業務局に届出済のものを使用してください。
（再信託を行う場合）
2012年　　月　　日
日本銀行金融機構局長　殿
第一次資格審査申請書
　  　　（注１）　　　は、  　　（注２）　　　に受託業務の一部を再信託することを条件に、株式買入等基本要領に定める信託の受託者となることを希望し、第一次資格審査を申請するとともに、以下のとおり、自己資本比率等を報告します。日本銀行から要請がある場合には、計数等の裏付けとなる資料等を遅滞なく提出します。
　なお、再信託の受託者となることについて、  　　（注２）　　　の同意を得ておりますので、申し添えます。
１．自己資本比率（2011年9月末時点）
	
	（注１）
	（注２）

	銀行・連結（注３）
	％
	％

	銀行・単体（注３）
	％
	％

	銀行持株会社・連結（注４）
	％
	％


	（注５）


２．信託財産として所有する株式の合計の金額（注６）（2011年9月末時点）
	
	(a) （注１）
	 (b) （注２）

	①所有額合計
	億円
	億円

	
	再信託を受けて所有する分
	億円
	億円

	
	共同受託により所有する分
	億円
	億円

	②再信託または共同受託契約に基づき、　他の金融機関に資産管理を委託している分
	億円
	億円

	
	(a)欄の金融機関が、再信託または共同受託契約に基づき、(b)欄の金融機関に資産管理を委託している分
	億円
	─ 

	合計（①＋②）
	億円
	億円


３．行政処分
（１）2010年4月1日以降に監督官庁から行政処分を受けた事実（注７）
	（注１）
	（注２）

	有
	無
	有
	無


（2） 行政処分の概要（注８）
	


４．連絡先（注９）
　　　住　　　所　（〒   －    ）　
担当部署名　
　　　担当者氏名
　　　担当者電話番号
金融機関名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者役職名・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印（注10）
（注１）金融機関名を記載してください。
（注２）再信託の受託者となる金融機関名を記載してください。
（注３）銀行法第14条の２に掲げる基準に基づいて算出された自己資本比率を小数点以下第２位まで（第３位以下は切り捨て）記載してください。監督官庁に連結および単体自己資本比率の双方を提出している金融機関は、連結および単体自己資本比率の双方を小数点以下第２位まで（第３位以下は切り捨て）記載してください。
（注４）金融機関の親会社が銀行持株会社である場合は、銀行法第52条の25に掲げる基準に基づいて算出された銀行持株会社の連結自己資本比率を小数点以下第２位まで（第３位以下は切り捨て）記載してください。
（注５）2011年9月末以降、本申請書提出日までの間に、他の法人との合併、会社分割による他の法人からの事業の全部若しくは一部の承継、他の法人への事業の一部の承継、他の法人からの事業の全部若しくは一部の譲受け、他の法人への事業の一部の譲渡しがあった場合には、その旨を明記してください。
　　　　その場合、2011年9月末時点の自己資本比率とともに、当該合併等を反映した直近の実績値または見込値を報告してください（算出時点を明記のこと）。
（注６）「信託財産種別表」において、金銭の信託、有価証券の信託または包括信託にかかる信託財産として「株式」欄に記載し、日本銀行に報告しているベースの金額の合計を記載してください。
（注７）有・無のいずれかに○印を付けてください。
（注８）３．（１）で有に○印を付けた場合には、当該行政処分の概要を記載してください。併せて当該行政処分にかかる命令書等の写しを添付してください。
（注９）第一次資格審査の結果等の連絡先担当者を記載してください。
（注10）金融機関名、代表者役職名・氏名および印鑑または署名は、日本銀行との間の当座預金取引について業務局に届出済のものを使用してください。
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